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［要旨］2010 年 1 月 19 日、（株式会社）日本航空及び同グループは、会社更生の手続きに入り、そ
の経営は破綻した。しかし、2012 年 9 月 19 日、上場廃止からわずか 2年 8カ月という異例の早さ
で再上場を果たした。そのような日本航空は、会社設立以来、ナショナル・フラッグ・キャリア
としての使命を果たしてきた一方、長い間、政治と癒着し、ずさんな経営を続けてきた。経営破
綻は債務超過や資金繰りの悪化が直接的な契機となるが、そうした財務状況を引き起こす背景要
因がある。
　本稿は、日本航空の経営破綻について、これを政治の介入、すなわち「規制の政治化」とレント・
シーキングの観点から考察する。また、奇跡的ともいうべき、日本航空の経営再建が、稲盛和夫
京セラ株式会社名誉会長の提唱する経営哲学と「アメーバ経営」を受け入れた点に留意、再建策
に見る稲盛哲学の意義を検証する。

［キーワード］（株式会社）日本航空、規制の政治化、レント・シーキング、「アメーバ経営」、稲
盛哲学
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１．はじめに

（株式会社）日本航空と同グループ（株式会社日本航空インターナショナル、株式会社ジャルキ
ャピタル）は、2010年１月19日、経営破綻し、同年２月20日に、上場廃止となった1）。
2010年１月19日、日本航空グループと関係金融機関は、（株式会社）企業再生支援機構の下で、
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事業再生計画を策定、それをもって同機構に支援を申し込むとともに、裁判所に対し、同機構を管
財人とする更生手続きの開始を申し立てた。裁判所は、同日、手続きの開始を決定、企業再生支援
機構による支援が決定した。また政府による支援声明も公表された。日本航空グループ（中核３社）
の負債総額は３兆3,000億円だった。銀行など金融機関を除く事業会社としては過去最大の倒産と
なった。このとき金融機関は5,215億円の債権放棄を余儀なくされた2）。
航空市場の競争が激化する1990年代、日本航空は、適正な人事政策、路線計画、効率的な機材配
置を進めなければならない課題を抱えていた。にもかかわらず、問題はすべて先送りされていた。
抜本的な解決策が図られないまま2000年代に突入、同時多発テロや新型インフルエンザ問題などに
よる旅行需要の低迷により経営は極度に悪化していった。これにリーマンショックと燃費高騰が追
い打ちをかけ、2010年１月、経営破綻した。
そのような日本航空の企業再建は、京セラ株式会社名誉会長の稲盛和夫に委ねられた。稲盛は管
財人として森田直行らわずか２人の京セラグループ役員を伴い、日本航空の再建に着手した。稲盛
自身は航空業の経営はおろか運輸業の経験すらなかった。ただ自らの経営哲学と「アメーバ経営」
と称する経営システム（管理会計手法）を携え、乗り込んでいったのである3）。
そもそも日本航空の経営は、この時期、急激に悪化したわけではない。2002年度から破綻直前の
2008年度までを見ると、７期中４期が連結最終利益（当期純利益）で赤字を計上していた。同社の
経営危機ははるか以前から始まっていたのである。経営破綻は債務超過や資金繰りが直接的な契機
となるが、そうした財務状況を引き起こす背景要因が必ずある。その背景要因とは、企業としての
価値観や経営判断の基準、そして社員の行動にほかならない4）。
稲盛が日本航空の会長に就任したのは会社更生法による再建手続きに入った2010年２月である。

生え抜きの大西賢を社長に据え、大株主となる企業再生支援機構から送り込まれた管財人とともに
日本航空の企業再生に着手し、同年12月、多くの執行役員を退任させ、京セラの森田直行、大田嘉
仁ら３人の側近を執行役員に起用した。そして、組織の肥大化でコスト管理の責任の所在が曖昧に
なっていた日本航空に「アメーバ経営」を導入することとした5）。
アメーバ経営はすぐに効果を発揮した。日本航空は2012年３月期に過去最高の2,049億円の営業

利益を稼ぎ出すまでに業績を回復させた。そして、2012年９月19日に株式の再上場を果たしたのだ
った。企業再生支援機構の保有株式は上場時にすべて売り出され、売却総額は6,483億円となった。
上場廃止から再上場までわずか２年８カ月、これほどの短期間で再上場に漕ぎ着けたのはある種の
奇跡といってよい6）。
企業再生支援機構が投融資した資金はすべて回収され、支援は完了した。そもそも経営破綻し、
上場廃止となった企業がカムバックするのは容易なことではない。帝国データバンクによると過去
50年間に会社更生法の適用を申請して上場廃止となった138社のうち上場企業として復活できた会
社はわずか９社だった。それほど破綻企業にとって再上場は狭き門なのである。日本航空は、しか
し、それまでのカムバックの最短記録（６年10カ月）まで塗り替えた7）。
とはいえ稲盛らは日本航空のために特別な手法を用意したわけではない。京セラ出身者の役割は
経営陣のお目付役としてアメーバ経営の本質である全員参加の経営を徹底させるだけだった。とり
わけ形式的にアメーバ経営を理解しようとする経営陣には「形じゃなく中身が大事なんだ！」と口
酸っぱく指導し続けたという8）。
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以上のような日本航空の事業再生、再建策において経営トップや現場はどのように動き、変わっ
ていったか、またその変化を支えたものは何か。以下、その背景要因について、政治の介入、すな
わち「規制の政治化」とレント・シーキングの観点から考察する。また、3兆円を上回る巨額な負
債を抱えて倒産した日本航空（グループ）が極めて短期間のうちに事業再生を果たした要因は何か。
日本航空再建に見る稲盛哲学の意義を検証する。

２．日本航空の経営破綻

米国の航空支配からの脱却を図って国策会社（特殊会社）として設立された日本航空は、ナショ
ナル・フラッグ・キャリアとして、日本人の海外進出を支えてきた。1987年に民営化されたが、時
代が変わり、新しい国際感覚をもった企業や経営者が次々と登場する中、日本航空は相変わらず古
い利権構造や隠蔽体質を温存させていた。利用者便益や市場より役所を重視する企業体質から脱却
できず、競争力を失っていった。市場競争の圧力から隔離されていたといってもよい。その結果、
コスト増 → 収益低下 → 投資力の衰え、という負のスパイラルを断ち切ることができなかった。
あまつさえ、虚飾の決算を続け、資金繰りが詰まりかけると政府に資金調達を要請した9）。日本航
空は、ナショナル・フラッグ・キャリアという美名の裏で、長年、政治と癒着し、一般の民間企業
なら考えられないような放漫経営を続けてきたのだった。早くから実質的に経営が破綻していたに
もかかわらず、その経営実態を隠蔽する悪質な経理処理を繰り返していた。
民営化されても当該企業が依然独占の状態で競争から保護されていたり、あるいは既得権が巣食
うようであれば民営化する意味はない。重要なことは競争である。国営企業であっても民間企業と
の厳しい競争にさらされ、独立採算が強く求められれば、民営化と同等の効果を上げられるが10）、
日本航空にそれはあてはまらなかった。
民営とは名ばかりで、日本航空の親方日の丸体質は変わらなかった。2005年の同社の調査報告書
には「意思決定に時間がかかる」「社内重視」「画一的な予算」といった問題点が社員へのヒアリン
グ調査からも指摘されていた。全日本空輸株式会社（全日空）が民間企業としての「利益を上げな
ければつぶれる」という緊張感を共有し、強烈な「対日本航空意識」を持つのに対し、日本航空は
半官半民のDNAを宿し、民間企業としての利益に対する緊張感を欠いていた11）。
企業組織の組み方は機能別と事業部制に分けられる。いずれの組織形態を採ってもひとくくりに
された組織は自己目的を持つようになり、縦割り組織の弊害を作り出す。かつて日本国有鉄道（国
鉄）の技術部門がJRSという独自の規格にこだわり、外部からの技術導入を行わなかった例がある。
企業全体の利益よりも当該組織の目的を達成することが目標となる。結果的にそれが企業全体の利
益を損なう。この傾向は大企業であればあるほど、社員が優秀であればあるほど、強くなる。なぜ
なら組織が大きくなれば、当該組織での出世が社員の目的となり、自身の利益と自己の所属する組
織の利益の最大化だけを目指して立ち回るようになるからである12）。
そもそも日本航空には当初から企業としての一体感が欠けていた。その原因は労務の失敗にあっ
たとも指摘される13）。失敗のもとは1965年に始まった会社側の組合分断工作にある（といわれる）。
会社側は全日本航空労働組合の前身である民労を設立し、第二組合育成という労務方針に転換し
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た。国鉄当局が国労や動労という戦闘的組合に嫌気して同盟系の鉄労を育成しようとしたのに似て
いる。この方針転換が経営と御用組合の過剰な癒着を生み、経営破綻につながる組織の腐敗を根深
く確実なものにしていった。日本航空の放漫経営の原因はすべて経営側と全労という御用組合との
癒着の結果といえる。ちなみに日航の主流である人事、勤労、広報の部長は、ほとんどかつての全
労の委員長か組合役員の経験者だった。
縦割り組織は社員の意識を内向きにする。これも経営危機に至る企業の共通点である。国鉄にお
いて国労や動労が最後まで分割民営化に抵抗し続けたのも、「親方日の丸」的思想の下、国鉄その
ものが世界だと考えていたため国鉄内での抵抗に勝利すればすべての問題は解決できると思ってい
たからである。改革を成功させようと思って乗り込んでも背中に冷たい視線を浴びる。歴代経営者
は経営責任を取らず、自助努力の再建もせず、問題の先送りに終始した。経営危機に陥った企業で
は危機に陥るまでの戦略を見直し、新たな戦略をとることが求められるが、その場合、各組織が一
つの方向を向いて有機的に連携した動き方をしなければならない。しかし、日本航空では、縦割り
組織の弊害から、その動きが邪魔される14）。利権構造に手をつけようとした伊藤淳二は寄って、た
かって足を引っ張られ、会長の座を追われた。
日本航空の再建計画（2005年）によれば、「（日本航空は）できるだけの経営努力をしてきたが、

外部要因のせいで倒産しそうになった」と社員へのヒアリング結果を報告している。これに対して、
日本航空再生タスクフォースの調査報告書（2009年）は、「経営体質と経営体制、ガバナンス構造
について」という項目を立て、日本航空の経営責任を厳しく追及している。
日本航空のこれまでの経営体質の特徴は「お上指向」「内向き指向」「先送り体質」に集約できる
とし、組織的なDNAが「経営上、決して好ましくない体質」を植えつけてきた、現経営陣は日航
の「負の遺伝子を受け継いでいる部分も散見され、残念ながら新生日本航空を引っ張っていくトッ
プ経営層としてふさわしい存在とは言い難い」と断じた。そして、過去のしがらみから生まれる負
の遺産、組織的なDNAを一掃するには、経営陣を総入れ替えして、企業体質を根本から変えるべ
きだと結論づけた。日本航空自身の再建計画が「事業の遂行に必要な者については、更生手続きに
おいて別途協力を求める」としたのとは対照的である15）。
稲盛とともに京セラから派遣され、経営再建会議に臨んだ森田は、日本航空幹部の話を聞いてい
て気になることがあった16）。それは彼らが「トレードオフ」という言葉をよく口にしていたことで
ある。「Aをやるのはいいと思いますが、その代わりBが犠牲になります」というふうに使う。片方
を実行したら、もう片方はできなくなるというわけである。それは理屈に合っていた。が、それは
やらずに済む理由付けにもなっていた。同じ言葉を京セラグループの社員が口にしたら、「両方と
もやるに決まってるだろ！」と一蹴されて終りである。
経営環境の変化に対応し、戦略を修正するのが経営者の役割である。しかし、経営危機に陥って
しまう企業は、経営者が素早い対応をとらず、様子見を決め込むことが多い。経営環境の変化の影
響を軽視する、あるいは変化は一時的なもので、すぐ元に戻るはずだと何かしら言い訳を考え、変
化に正面から向き合おうとしない。国鉄の赤字が積み上がったのは何十年にも及ぶ経営の結果だ
が、それに対して国鉄内から改革の動きは見られなかった。常に政府の対応待ちだった17）。
経営改革の阻害要因により改革がストップすると、やめるべき事業と不要な人材が維持され、コ
ストがたまってくる（コスト競争力の喪失）。これが経営の足を引っ張り、おりかどの経営改善効
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果をそぐこととなる。国鉄は政府から強いられた不採算路線の運営、労組との確執からあまりに多
くの余剰人員を抱えていた。これらやっかいな問題は結果的に国鉄の赤字垂れ流し体質につながっ
ていった18）。日本航空も国鉄と同様の問題と体質を抱えていた。

JALには、さながら伏魔殿のような恐ろしさがある。数多くの利害関係人が会社に巣食い、さま
ざまな思惑や算盤勘定が渦巻いている。日本の政官財それぞれの立場でJALを利用し、不明朗な利
権構造の温存を容認してきた。その結果が、今日のJALの姿ではないだろうか。巨額の債務超過に
象徴される隠れ負債しかり、経営陣に対する不満しかり。それが過去、一度も清算されなかった。
下手につつくと、どこから鬼や蛇が飛び出すかわからない。JALは、そんな不気味な企業体質を抱
えつづけてきたが、体内の膿が噴き出しそうになるたび、絆創膏で傷口をふさいできた。そうした
体内の膿が栄養となり、巨大な経営赤字という怪物を育ててきたのではないだろうか。（森功『腐
った翼　JAL消滅への60年』幻冬舎、2010年６月、134ページ、引用）

過去のしがらみから生じる負の遺産、すなわちレガシーコストには、肥大化した本社部門、過
去に行った過大な設備投資のための借入金の返済、好況時に採用された好条件の年金債務などがあ
る。とりわけ株価の低迷と収益性の低下は年金債務の積み立て不足を深刻な問題に変えていった。
レガシーコストは経営改革の足を引っ張り続ける。何らかの方策を講じ、早急に取り除かなければ
ならなかった19）。
事業再生計画では、不採算路線の保有、大型機の大量保有、硬直的な人件費、といった高コスト
体質からの脱却を図るため、不採算路線の見直し、新機材の更新、人件費削減等の自助努力を行っ
てきた。しかしながら、有利子負債の返済や財務格付の格下げにより、また年金制度に伴う退職給
付債務等のレガシーコストの削減が遅れがちとなったことから抜本的な収益改善には至らなかった
としている。ちなみに、国鉄改革の成功要因で留意されるべきは、国鉄清算事業団の設立により、
国鉄の債務、余剰人員が切り離された点である。これによりJR各社はレガシーコストを持たない
新会社としてスタートすることができた。スタート時にレガシーコストを落とし、身軽な体制とな
ったことがJRのターンアラウンドを可能にしたといえる20）。
国鉄も日本航空も1987年に民営化されたが、この二つの公（益）企業は実によく似た体質をもっ
ていた21）。公企業は一般に非効率性という問題を抱えている22）。民間企業でありながら日本航空は
極めて非効率な経営を行っていた。独占にあぐらをかき、競争的な市場環境に適応できない状況に
置かれていた。日本航空は倒産することはない。いざとなれば国が何とかしてくれる。そんな信仰
に近い考え方が蔓延していた。日本航空本体だけでなく、100社ある関連子会社も同じような状態
だった。関連子会社の経営はすべて親会社への依存で成り立っていた。したがって誰も収益を改善
しようとは考えていなかった。
1982年度、日本航空は271億円の赤字を出して無配に転落したが、高木養根社長（当時）の経営

責任は問われなかった。通常赤字会社は資金調達に四苦八苦する。だが政府支援の得られる日本航
空は赤字を出しても資金調達を心配する必要はなかった23）。
これに対して日産（自動車株式会社）は違っていた。2011年10月、東京都内のホテルでゴーン社
長は、日産のリバイバルプランで、2012年度連結決算の最終黒字化、有利子負債の削減など具体的
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な数値目標を掲げ、「一つでも達成できなければ、役員は総退陣する」と宣言し、自らの退路を断
つとともに具体的な目標を数値で示し、社員に権限と責任の意識を植え付けた24）。

３．政治の介入̶「規制の政治化」とレント・シーキング

公的所有に依拠した規制が公企業を非効率化させる根底要因であるが、そこから派生する様々な
要因の一つに「規制の政治化」がある。規制の政治化とは、政治的な干渉から当該公企業の行動に
非効率が生じることをいう。かつて国鉄が地元政治家の要望から多くの赤字路線を建設した例など
がある。日本航空も様々な政治的干渉を受けてきた。日本航空が経営難に陥り、その打開に立ち向
かわなかった当事者意識の欠如は、政・官にも重大な責任がある。
歴史的にみて公企業はそれぞれの時代のアド・ホックな政策の下、長期的な政策目標が示されな
いまま政党政治の政略の遂行に利用されてきた。こうした規制の政治化によって公企業の財務内容
は著しく悪化し、経営合理化の意欲も削がれていった。
日本航空の場合、国策会社として出発したこと、日本エアシステムと半ば政策的に合併したこと
など航空行政から受けるコストが相対的に大きかったことは否めない。しかしこれは日本航空に限
ったことではない。全日空も同じような問題を抱えていた。日本航空の経営危機をもたらした最大
の理由は国から不採算サービスの提供をはじめとする負担を強いられたこと、国の介入と表裏一体
を成していた過保護が甘えを醸成したことなどによるものである。航空輸送市場は十分競争になじ
む市場である。不要な保護や規制は行うべきではなかった25）。
日米構造協議において日本は米国から内需拡大のための社会インフラの整備を強く要求された。
本来なら羽田空港や成田空港の拡張整備に力を入れるべきだった。ところが「一県一空港」構想が
打ち出され、地方空港の乱立に拍車がかかった。地方空港の新設が容易だったからである。航空行
政に戦略などなく、需要や必要性は二の次だった。実際、路線の開設は政治力でなんとかなった26）。
航空会社にとってドル箱である羽田空港の発着枠は常に供給不足だった。その枠を差配するのは
旧運輸省官僚である。羽田枠とのバーターで採算が取れそうもないローカル路線の開設などを強い
た。最も弱い立場だったのが日本エアシステム（JAS）だった。2004年に日本航空はJASと経営統
合し、不採算路線をより多く抱えることになった。一方で半官半民の日本航空は形ばかりの民営化
により官僚の天下りを受け入れ続けた。政治の介入を許容し、不採算路線を維持し続けた。労使と
もどもそれを当然のものとしていた27）。
一般に公（益）企業は独占的な経営環境下にあってもたらされる超過利潤、すなわちレント（rent）
を発生させている。公企業はそのようなレントを他に流出させず自ら獲得しようとするだろう。合
法的な政治活動や政策決定過程への関与といった形もあるが贈賄もある。レントの存在はその再
配分を目的として資源を費やすインセンティブともなる。費用のかさむ技術開発やマーケティング
より補助金や保護を求めて政治活動を行った方が高い収益を上げられるからである。いわゆるレン
ト・シーキング（rent seeking）である28）。
このような非生産的な資源利用はそれに対応する便益を伴わないため浪費と化す。そこで浪費さ
れる資源と歪められた決定に伴う費用がインルエンス・コスト（infl uence cost）である。公企業
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に生じるレントは、本来、市場競争にさらされていれば料金やサービス価格の引き下げとなって消
費者に還元されるはずのものである。しかしながら独占的な供給体制の下にあってはこうしたレン
トの一部は当該公企業の内部に留保されていく。そのようなレントをもたらしてくれる制度や体制
を守ろうとしてレント・シーキングが行なわれる。このような場合、レントが失われる恐れのある
制度改革が行なわれようとしたなら当該レントの受益者たちは制度改革に強く反対するであろう。
なんとなれば彼らの得ていたレントは正当性をもって合法的に獲得された権利・利得、すなわち既
得権だからである。実際ある郵政関係者は民営化への抵抗は自分たちの既得権の維持が目的である
と語っていた29）。ちなみに既得権とは「なんらかの公的な権力や制度を背景に持ち、多くの場合、
競争を免れることによって得られる一定の利権」と定義される30）。
公（益）企業の設立目的は多様だが、一つの見解として、公（益）企業は、それぞれの国の経
済発展段階に応じた社会経済上の必要性やその時々の政権政党の政治哲学あるいは国内の資源賦与
量、財政事情といった様々な経済的・社会的環境から生まれた「歴史的産物」といってよい。実際、
戦後日本において設立された公（益）企業は、経済復興期、高度成長期、安定成長期の各時代、そ
の社会的・経済的背景の中で、アド・ホックな政策の産物として設立されてきた。日本航空は完全
民営化されたが、当初は（株式会社形態を採っていたが政府が全額出資する）公益企業として設立
された。公（益）企業はその時代的役割を終えると、統廃合、民営化などの組織変革を迫られる31）。
日本航空の設立については航空産業を幼稚産業とみなした上での保護政策もあった。産業によっ
ては外国企業と現在の費用条件では競争できないが、生産を続け、学習効果を得ることで、将来は
競争できる可能性も出てくる。ただ学習効果を得るためには当該産業が競争力を持つまで一時的に
外国企業との競争から保護してやらなければならない。そのための政策が幼稚産業保護政策（infant 
industry policy for protection）である。これは本来一時的な保護を目的とした政策であるべきだが、
実際には一旦保護が認められるとなかなかそれが撤回されないことが多い。またこうした保護政策
は国内生産者を対外競争圧力から隔離してしまう結果となり、技術革新に負の影響を及ぼす可能性
も指摘される32）。
空港整備特別会計（社会資本整備事業特別会計の空港整備勘定）は航空会社にとって高コスト構
造要因の一つであるが、政治の介入を招く要因ともなっていた。ちなみに日本航空の2008年度にお
ける空港関連の公租公課支払額は約1,700億円、うち特別会計への支払額は約1,200億円だった。特
別会計の下で航空会社は高い公租公課を支払い、全国に97もの過剰な地方空港が造られたが、これ
は「国土の均衡ある発展」という航空政策、政権政党の政策に合致するものであった。この看板の
下、需要のない地域にまで空港が乱造された。必然的に不採算となるが、政権政党と国土交通省の
圧力で航空会社は運航を強いられた。赤字がかさんでも有力政治家の地元空港の撤退など許される
はずもなかった。
とはいえ日本航空には見返りがあった。成田空港や羽田空港など高収益路線を展開できる混雑空
港の貴重な発着枠を既得権益として確保できるからである。圧力というより癒着といったほうがよ
い。航空会社にとって発着枠も路線選択も政治との関係を密にするほうが合理的だった。時として
政権政党が経営トップに介入することもあった。トップには民間出身者も官僚OBもいたが、いず
れも過去のしがらみにまみれていた（といってよい）。かくして日本航空は企業としての当事者意
識を失っていった33）。
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４．日本航空の再建策

それにしても、長きにわたり経営を立て直すことができなかった日本航空が、２年８ヶ月という
短期間で再上場できたのはなぜか̶。
経営破綻のケースを分析すると企業改革を成功に導く以下の要素が抽出される34）。それは、①リ

ーダー、②企業文化（価値観）、③社員の共感、の３つである。まずリーダー、すなわち企業のト
ップあるいは経営陣が意識を変えること。経営危機に陥った企業がターンアラウンドを行っていく
ために必要な措置は「変革のリーダー」を選出することである。変革のリーダーはまず経営危機の
原因究明から改革をスタートさせる。企業文化（価値観）は、トップや経営陣が形成していくも
のだが、その際、現場を観察することが最も重要だ。単なる視察ではなく、守るべき企業文化、変
えるべき企業文化、新たに創るべき企業文化を見極めなければならないからである。
このとき、調査対象となるのは危機に至る原因である。すなわち環境変化のインパクト、自社の
強み・弱み、コスト競争力、バランスシートの資産・負債項目、社員意識、組織上の問題点などを
把握する。経営危機の原因が究明でき、自社の置かれた状況が正確に理解できれば、選択と集中を
明確にした企業戦略が明らかとなる。同時にコスト・人員の削減を進め、身軽な体制を作り上げる。
戦略が決まればそれを実行する組織体制が整う。報酬体系を収益志向のものに変え、社員の意識改
革を進める。以上のステップを踏んでいけば、ターンアラウンドは実現する̶。これらのことは言
われてみれば簡単なことのようだが、実際に経営危機に陥り、混乱状態に陥った企業にはなかなか
うまく実行できない。これを混乱の中でいかに着実に実行するかがターンアランド成功の鍵となる。
稲盛らはこれを実行した35）。
まず収益管理に着手した。本社８本部、６営業支店、主要20子会社の責任者を月に１回、本社に
呼んで話を聞く業績報告会を設けた。業績報告会では各本部長に自分の本部の勘定科目ごとに年度
計画と月次の実績の差を詳しく説明するよう求めた。主要営業拠点には航空券の販売状況を毎日集
計するよう義務付けた。各事業本部長は恥をかきたくないので、必ず事前に予行演習を行っていた。
当初は国会答弁のように脇に事務方をつけて発表する光景も見られた。こんなこともあった̶。
稲盛が自分の部門の実績を人ごとのように発表する本部長に向かって、「君は人ごとみたいに言
うとるが、これは君のリーダーとしての結果なんや！」と叱責した。すると、その本部長も負けず
に、「この結果が出たのは私のせいじゃありません！」と反論したのである。稲盛は顔を真っ赤に
して、「おまえがその結果を出しているんだ！」と怒りを爆発させた。
このように最初のころは、稲盛は幹部の報告を聞いて、しばしば激怒した。 「おまえは評論家

か！」という言葉を浴びせられた役員もいた。稲盛は常に真剣勝負をする。甘えは許さない。稲盛
の経営哲学に「完璧主義の原則」がある。曖昧さや妥協は一切許さず、あらゆる仕事を細部にわた
って完璧に仕上げる。報告者は実績が予想より下振れすれば当然怒られる。上振れしても「現状を
ちゃんと把握していないじゃないか！」と怒られる。おそらく日本航空の役員や幹部社員は、こん
なふうに真剣に怒られたことがなかったのではないかと森田は思ったという36）。
　そのような意識の中で森田と稲盛は、社員の意識改革とともに、日本航空の様々な制度を変え、
徐々にアメーバ経営導入の準備をしていった。破綻前は社長と財務担当役員の専管事項だった資金
繰り情報は、週１回の経営会議で共有するようにした。社員がそれぞれの部門の収益に責任を持つ
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「アメーバ経営」の初歩を学ぶ幹部勉強会も 2010 年６月に始めた 37）。
日本航空にいえることは同社には真のリーダーがいなかったということである。良き変革のリー
ダーが出てこない原因の一つに旧経営陣の存在がある。日本の多くの企業では前経営陣が相談役・
顧問として社内に残る仕組みがとられることが多い。しかしこれは現経営者の改革の障害となる。
前経営陣が退任する仕組みを作り上げることがターンアラウンドの前提条件となる。　
一方で社内に次世代経営者養成の仕組みを作り上げておくことも必要だ。日本航空にはそれがな
かった。それどころか更生手続きの機に及んでも「事業の遂行に必要な者については、更生手続に
おいて別途協力を求める」という意識だった。社員の目が外を向き、いつも外の空気に接していれ
ば、世の中の動きに取り残されることがないように自己変革をしているはずだ。そのような対応を
とっている限り企業は危機的段階まで立ち至ることはない。ターンアランドを実践していく過程で
は、会社の持つ内向き、後ろ向きの文化を変革していかなければならない。
日本航空に着任して森田が感じたことは以下の点だった38）。

・日本航空には経営に必要な数字がなかった。
・経営幹部の誰が利益の責任を負っているかわからなかった。
・完全な予算制度で経営されていた。そのため各本部は予算（経費）を実行することが仕事になっ
ていた。
・本社と現場の交流がほとんどなかった。
・役員を含め誰もが日本航空が破綻するとは思っていなかった。
稲盛は、日本航空会長に着任する前から自分が今日までやってきた経営は「フィロソフィ」によ
る幹部を含めた全社員の意識改革と「アメーバ経営」しかないと考えていた。それゆえ、この二つ
を日本航空グループ全体にどのように浸透させていくかが企業再建の最大のテーマとなった。
日本航空は企業経営に対する基本的な考え方が間違っていた。トップや経営陣が現場で活躍して
いたときと、現在の現場とでは経営環境の変化も手伝い、様変わりしている。見極めた価値観を定
着させるべく、繰り返しそれを社員に説いていくことがトップや経営陣の重要な仕事である。たと
えトップや経営陣の意識や行動が変わったとしても社員の共感が得られなければ、企業の力が十分
発揮されることはないだろう。社員がトップに従ったとしても、それは命令の範囲であり、業務は
所得を得るための対価として割り切られてしまうからである。社員の心からの共感があってはじめ
て現場での気づきや創意工夫が生まれる39）。
経営再建の３要素（リーダー、企業文化・価値観、社員の共感）は、企業という大きな単位だけ
でなく、部や課、あるいはチームといった小さな単位にもあてはめていかなければならない40）。経
営改革のリーダーは活動を共にするメンバーと価値観を合わせ、メンバーからの共感を得ることが
肝要だ。共感を得ることで想像以上の力を引き出すことができる。ただし、この共感とは、メンバ
ーの機嫌をとったり、へつらったりすることではない。社員やメンバーが成長を実感できる、人と
してひと回りもふた回りも大きくなれるような、厳しいゴールが求められている。そして、その厳
しさが空回りしていないか、リーダーは常に自らを律していかなければならないのである。
新生日本航空は、この根底にあたる価値観や判断基準を、稲盛がつくりあげてきた京セラフィロ
ソフィーをベースに再構築し、企業文化を変えることに成功した。むろん成功の背景に経営破綻と
いう事実を全社員が受け入れたことを忘れてはならない。
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５．むすび

国が乗り出して再生作業を行った結果、日本航空は不死鳥のように甦った。会社更生法適用以降
の日本航空の利益回復は著しかった。債権放棄や減損処理など更生手続きによる財産評定から生じ
たコスト圧縮が後押しした面は否定できないが、それによる利益の押し上げ効果だけがすべてでは
ない。むしろ日本航空内部の仕事の進め方が大きく変わったことによる効果が大きいといえよう。
新生日本航空の社員一人ひとりの仕事に対する考え方が大きく変わったのである。
世界の航空業界で、日本航空の再生は、以下の３点で「奇跡的成功」として受け止められている。

すなわち、①短期間の急回復、②Ｖ字の再建計画を上回る収益、③全日空をも上回る高収益、であ
る。新生日本航空の事業経営はかつてと大きく変わった。非効率な分野からの撤退と構造改革によ
り、規模の適正化と収益性の向上が図られた。Ｖ字回復の前後で比較すれば、事業規模は約３分の
２に縮小された41）。
もっとも、町田［2012］によれば、日本航空がこれまでに成し遂げたのは破綻効果と稲盛流の合
理化による採算性の改善だけだったという。向こう十年ぐらいのレンジで見れば、売り上げを伸ば
して成長力を確保するためのビジネスモデルの変革はまだほとんど成し遂げられていないという。
とはいえ、日本航空の再建は当面、本物だと言ってよい。しかし、長い目で見て果たして生き残っ
ていく力が付いたと判断するのは早計といわざるをえない。短期的に採算を良くするだけの経営再
建に過ぎず、本質的な再建とは言えない懸念がある。とりわけ、稲盛の去ったあとの日本航空の経
営には早くも黄信号が点っている42）。
1978年、米国に端を発した航空自由化の流れは「世界の空」を大きく変えた。運賃やサービスの
多様化、相次ぐ企業の合併・倒産とLCC（格安航空会社）の台頭、新興国における巨大空港の出現
やエアラインの急成長など、米国で始まった航空自由化は、規制でがんじがらめに縛られ、限られ
たエアラインによってのみ運航されていた民間航空業界に大きな変化を与えた。業界に新規参入が
認められ、新風が吹き込んだ。LCCの参入は航空運賃を大きく引き下げ、「高値の花」だった空の
旅を庶民に引き寄せた。航空自由化の波は欧州にも伝搬し、EUは域内にオープンスカイを行った。
そして今、世界に遅れをとっていた「日本の空」も急速に変化している。
戦後、日本は、長い間、日米間の「不平等」に虐げられてきた。しかし、1998年に合意された日
米航空協定の改定交渉によって、不平等はほぼ解消された。航空自由化の後進国だった日本でも、
ようやくオープンスカイへの取り組みが本格化した。規制時代には、「エアライン本位」「空港本位」
だった航空業界も、航空自由化によって「利用者本位」に転換しつつある。空港も利用者に便利な
形に生まれ変わろうとしている43）。
人口減少・少子高齢化が本格化する中で持続的な経済成長を果たすには、国内外の交流の活性化
が不可欠である。航空はその最前線を担う。航空を巡る多様なニーズにきめ細かく対応し、航空利
用者に対して安全・円滑な航空サービスを確保することが、日本の航空産業とそれを支える航空行
政の使命といえるだろう44）。
我が国の航空需要はアジアなどでの航空需要の増大を受け、着実な伸びが予想される。日本の航
空会社は、他国と比べ、ネットワーク規模、旅客数、運賃やコスト等の水準で必ずしも優位にある
とは言えない。今後、より一層の改善が急務となっている。
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わが国航空会社の国際競争力を培うには、熾烈な競争環境の中で体力を磨く航空会社の自助努力
が最大の鍵となる。各社の創意工夫が試されるだろう45）。
新生日本航空は、全日空とともに、その一翼を担っていく̶̶。

［注］

１） （株式会社）日本航空については会社更生法適用の前後に関わらず日本航空あるいは JAL と表記し、会社更

生法適用の時点で旧株式会社日本航空と新生株式会社日本航空を区別するものとする。

２） 2010年１月19日、株式会社日本航空は、東京地方裁判所民事第８部に会社更生法の適用を申請した。同日午

後５時半、申請に基づき裁判所が下した更生開始手続き書面には次のようにあった。「平成22年（ミ）第１号

乃至第３号　会社更生事件　主文１　開始前会社について更生手続きを開始する。」「開始前会社」とは日本

航空グループ中核３社のこと、「第１号乃至第３号」とあるのは、法的整理手続きの対象会社を指す。森［2010］

18～19ページ、引頭［2013］3～4ページ、23ページ、103ページ、193ページ、参照。

３） 森田［2014］81ページ、参照。「通信よりはるかに恵まれた環境なのに、なぜ巨額の赤字が発生するのか̶」。

稲盛には疑問だった。が、ずさんな収益管理の実態と全日本空輸株式会社（全日空）との客層別のすみ分

けさえできていない（日本航空の経営の）現状をすぐに理解したという。ちなみに稲盛が創業にかかわった

KDDI の2010年３月期の連結純利益は2,127億円だった。KDDI は NTTなどと激しい競争を繰り広げながら多

額の利益を稼いでいた。一方、海外企業の参入できない国内線市場において日本航空の実質的な競争相手は

全日空１社だけだった。『日経産業新聞』2014年７月４日号、参照。

４） 町田［2012］、引頭［2013］５ページ、参照。

５）  アメーバ経営の「アメーバ」は単細胞の原生生物であるアメーバから取ったものである。アメーバは環境変

化に応じて自らの姿、形を変化させながら分裂を繰り返し、巧みに適応していく。その様子が京セラで行っ

ている経営とよく似ていることからアメーバ経営という名がついた。アメーバ経営では各アメーバのリーダ

ーの判断によって必要に応じて他のアメーバから人員を借り受けたり、貸し出したりと構成人数も変わり、

業務のやり方も各アメーバの創意工夫がどんどん取り入れられ、進化していく。末端の組織が組織の形や働

き方を自律的に変えながら環境変化にすばやく対応していく。そのようなことがアメーバと名づけられたゆ

えんである。森田はこのアメーバ経営のエキスパートだった。森田［2014］15ページ、参照。

６） 一方で古くからの株主は保有していた日本航空株が紙切れ同然になるという憂き目にあった。金融機関も巨

額の債権カットを迫られ、経営を圧迫された。全日空をはじめ、内外のライバル各社もまた被害者だといっ

てよい。一民間企業に過ぎない日本航空への政府テコ入れ策が世界の航空市場の競争環境を歪め、ライバル

たちに不利な戦いを強いる状況となったからである。町田［2012］参照。

７）こうした奇跡の裏側で政府は日本航空のために最大で１兆円の公的資金の融資枠を設け、再建を支援してきた。

破綻時に海外の空港に駐機中の日本航空機が差し押さえを受けないよう在外公館の担当者たちが現地政府と

の根回しに奔走した。また取引先や利用客の日本航空離れを防ぐため異例の施策を幾つも講じている。日本

航空の再建は、そうした異例の優遇策と多くの関係者たちの犠牲の上に成し遂げられたものといってよい。

町田［2012］、引頭［2013］3～4ページ、23ページ、103ページ、193ページ、参照。

８）『日経産業新聞』2014年７月４日号、第20面、参照。

９）森［2010］282ページ、中条［2012］111ページ、町田［2012］、『週刊ダイヤモンド』2009年11月７日号、30

～59ページ、参照。

10）柳川［2000］103ページ、参照。

11）『週刊ダイヤモンド』2009年11月７日号、50ページ、参照。
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